



丁目）が開所した 1880 年（明治 13 年）としている。そして、この 1880 年を起点にして、周












した年である。天王寺商業高等学校は、1992 年には、　『天商 80 年史』（建学 112 年）、　2012 年




を起点とする周年意識は、すでに、1928 年に発足した大阪商科大学が、そのわずか 12 年後の
1940 年を 60 周年として『大阪商科大学六十年史』を刊行しているように、根深いものがある







　（1）2012 年 4 月から、大阪市立東商業高等学校、大阪市立市岡商業高等学校と、3 校が再編統合され、
大阪市立「大阪ビジネスフロンティア高等学校」となっている。
　（2）殿護隆司「市大の実弟、『天王寺商業高等学校 100 年史』の編集に関わって」（『大学史資料室ニュー





























なっている。経済や法律に関する基礎科目も置かれている。英語の週時間数は、第 1 学年 9 時
間、第 2 学年 8 時間、第 3 学年 7 時間というように非常に多い。第 2 外国語も含めると、外国






あろう。このカリキュラムは、1916 年に改定された「大阪高等商業学校規則」（1916 年 3 月
31 日大阪市規則第 2 号）の授業科目一覧でも基本線は変わっていない（3）。　
　これに対し、「専門学校の延長を以て甘んじてはならぬ」と言われた、大阪商科大学のカリキュ










結果した〔『大阪市立大学の歴史─ 1880 年から現在へ─』大阪市立大学、2011 年、43 ページ（飯吉
弘子執筆）〕。東京高商における、実務的商業教育機関からの脱皮をめざす高等商業教育運動について
は、西澤保「世紀転換期における高等商業教育運動をめぐって─飯田・関・福田の留学を中心に─」（『経
済学雑誌』88 巻 1 号、1987 年 5 月）が詳しい。
（表１）市立大阪高等商業学校の学科目・授業時間数
学科目 第 1 年級 第 2 年級 第 3 年級
内　容 時間数 内　容 時間数 内　容 時間数
商業道徳 商業道徳ノ性質・種類・応用 1
商業作文 商業尺牘及慣用文 1 同左 1
商業算術 商業上ノ計算法 2 同左 2
簿記 商店簿記 3 銀行簿記・会社簿記 3 会社簿記・工業簿記 3
商品 内外国重要ノ商品 2 同左 2
商工地理 日本商工地理 1 万国商工地理 2
商工歴史 日本商工歴史・万国商工歴史 2
商業学 商事要項ノ概般 2 商事要項ノ専修 3 商業実践 5
工業要項 機械原動力ノ大要 1
経済 経済通論 3 貨幣論・銀行論 3 外国貿易・外国為換 2
財政 歳計・租税・国債 2
統計 原理及応用 1
法律 法学通論・憲法大意 3 民法 4 商法・国際法 5
英語 読方・訳解・会話・作文・翻訳 9 同左 8 同左 7
第 2 外国語 清韓独ノ 1 語 3 同左 3 同左 3
体操 兵式体操 3 同左 2 同左 2
合計 33 33 33






























経済事情（第 1 部）・経済事情（第 2 部）・社会保険論・商
事行政法・労働法・民事訴訟法・破産法及和議法　計 23 科









経済学・経済事情（第 1 部）・経済事情（第 2 部）・経営事務論・
経営労務論・保険法・信託法・民事訴訟法・破産法及和議法




























（第 1 部）・英語（第 2 部）・英語（第 3 部）・独逸語（第 1 部）・
独逸語（第 2 部）・独逸語（第 3 部）・仏蘭西語（第 1 部）・
仏蘭西語（第 2 部）・仏蘭西語（第 3 部）・支那語（第 1 部）・
支那語（第 2 部）・支那語（第 3 部）（いずれも毎週 2 時間）











われるが、必要時間数を見ると、必修科目が 13 科目 34 時間となっているのに対し、第 1 選択
科目は 10 単位 20 時間以上とされており、基礎科目的な必修科目のウェイトが高いことを忘れ
てはならない。また、必修科目の中には「研究」（第 2 年度、第 3 年度）が含まれており、「研
究論文」の作成が必修となっていた。「研究論文ハ研究指導ヲ受ケタル学科ニ就キ之ヲ作成シ
















1929 年 4 月から新入生が入学し、授業が開始されたわけであるが、その最初の卒業生を送り
出すはずの 1932 年 2 月、学部 1・2 年生を中心に、2 週間に及ぶストライキが発生した。スト








も紹介されているが、同窓会誌である『有恒会報』（第 43 号、1968 年 1 月 25 日）での、当時
の卒業生たちの回顧談によると、「平素いろいろ不満もありました。講義内容についてもじつ









科、銀行科、交通及び保険科、領事科。高商専攻部の 9 分科制から殖民科を外した 8 分科を 5 分科に













207 〜 212 ページ）。
　　　これらの動きと比較すると、大阪商科大学の 4 分科制は、ビジネスの実態を踏まえた商業教育の「大
学」レベルへの高度化の試みと言えるように思われる。このカリキュラム作成に関わったと思われる、





　（5）宮本憲一「関一と大阪商科大学の創設」（大阪市史編纂所『大阪の歴史』18 号、1986 年）、99 ページなど。
　（6）『大阪市立大学の歴史－ 1880 年から現在へ－』（大阪市立大学、2011 年）、60 〜 62 ページ ( 飯吉弘
子執筆）。
　（7）杉竹清治郎稿「泉州綿毛布工業概略」（『泉大津市史紀要』第 2 号・第 3 号、1978 年）。
























助教授（体操担当） 7 大学助教授 4
教授嘱託 20 大学助手 8
師範 5 大学講師 6




（注）昭和 2 年 1 月『大阪市立高等商学校一覧』、

























に示すように、1940 年 11 月時点では、「大学教授」16 名（他に、学長兼職の 1 名）、「大学助
教授」15 名（他に、高等商業部教授兼職の 5 名）というように充実してきた。それぞれの氏














???? ? ? ?
???? ? ? ?
（注表３と同文献より作成）
（図 1）高商教授 26 名（1927 年）の進路（1929 年）
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（表５）1940 年 11 月時点の教授
職階 氏名 担当科目 学位
1 大学教授（兼） 河田　嗣郎 戦時経済概論 法学博士
2 大学教授 田崎　仁義 一般経済史・支那経済史・王道論・研究指導 経済学博士
3 大学教授 村本　福松 経営学原論・広告論・研究指導 MBA
4 大学教授 細江　逸記 英語・英語研究 文学博士
5 大学教授 竹島　富三郎 貨幣論・国際金融論・貨幣金融特殊講義・研究指導 法学士
6 大学教授 椎名　幾三郎 火災保険論・仏語（第 2 部）・研究指導 商学士
7 大学教授 堀　経夫 経済学史・経済学史特殊講義・研究指導 経済学博士
8 大学教授 浅香　末起 植民政策・独語（第 2 部）・研究指導 経済学士
9 大学教授 小山田　小七 財政学・研究指導 経済学士
10 大学教授 福井　孝治 経済学原論・研究指導 経済学博士
11 大学教授 陶山　誠太郎 会計学・原価計算・研究指導 記載なし
12 大学教授 藤田　敬三 経済政策・工業政策・研究指導 経済学士
13 大学教授 恒藤　恭 国際公法・社会思想史・研究指導 法学士
14 大学教授 末川　博 民法（総則・物権）・研究指導 法学博士
15 大学教授 尾形　繁之 商業政策・研究指導 経済学士
16 大学教授 四宮　恭二 農業政策・農業金融論・研究指導 経済学士









　カリキュラムへの具体的影響は、1941 年の学則改正に現れている。それまで、1928 年 3 月
16 日制定の学則第 1 条（目的）では、「本大学は商業に関する学術の理論及び応用を教授し並
に其の蘊奥を攻究し兼て学生の心身を鍛練し人格を陶冶し国家有用の人材を養成するを以て目





指令され、1941 年度は 3 ヶ月短縮（12 月卒業）、翌 1942 年度からは 6 ヶ月短縮となった。卒
（表６）1940 年 11 月時点の助教授
職　階 氏　名 担当科目 学　位
1 大学助教授 木村　喜一郎 経営財務論・研究指導 経済学士
2 大学助教授 近藤　文二 生命保険論・英経済書講読 経済学士
3 大学助教授 五島　茂 経済史特殊講義・近世経済史・研究指導 経済学士
4 大学助教授（兼） 木村　和三郎 簿記・研究指導 経済学士
5 大学助教授 楠見　一正 金融論・研究指導 経済学士
6 大学助教授（兼） 松井　辰之助 販売論・研究指導 経済学士
7 大学助教授 豊崎　稔 統計学・景気論・研究指導 経済学士
8 大学助教授 小泉　計太郎 在学研究中 商学士
9 大学助教授 谷口　知平 親族法及相続法・民法（債権）・研究指導 法学士
10 大学助教授 名和　統一 国際経済論・研究指導 経済学士
11 大学助教授 嘉治　眞三 経済事情（第 1 部）・研究指導 経済学士
12 大学助教授 竹中　龍雄 市営事業論・研究指導・演習 商学士
13 大学助教授 富永　祐治 陸運論・英経済書講読・演習 商学士
14 大学助教授 藤谷　謙二 都市財政論・研究指導（副） 経済学士
15 大学助教授 實方　正雄 商法（総則・商行為）・経済立法・研究指導 法学士
16 大学助教授 原　龍之助 憲法・行政法（第 1 部）・研究指導（副） 法学士
17 大学助教授（兼） 平田　隆夫 社会保険論・研究指導 経済学士
18 大学助教授（兼） 黑羽　兵治郎 日本経済史・研究指導 経済学士
19 大学助教授（兼） 飯田　繁 物価論・研究指導 経済学士
20 大学助教授 岡本　博之 研究指導（副） 経済学士
（注）出所は表４に同じ。
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業生には、臨時徴兵検査が実施され、合格者は所定の部隊へ入隊となった。1943 年 10 月には、
文科系学生の徴兵猶予停止が決定され、徴兵年齢に達した学生は、検査の上、いわゆる学徒動
員が実施されることになった。「負荷の大任」の実現である（10）。









（10）この段落は、前掲『大阪市立大学の歴史』68 〜 72 ページ ( 飯吉弘子執筆）によっている。
（表７）商科大学の学科目（1941 年改正）



























第 1 学年に 4 科
目、第 2 学年に





第 1 学年 第 2 学年 第 3 学年
必 修 科 目









会政策第 1 部・財政学第 1 部・
民法第 2 部・経済書講読（第




書講読（第 1 外国語）　計 8 科
目
選 択 科 目












































（11）前掲『大阪市立大学の歴史』74 〜 75 ページ（飯吉弘子執筆）。
（12）田中ひとみ「昭和 19 年、大阪海軍経理部－大阪市、商大土地建物賃貸借契約書について」(『大学







目がなくなっていることに驚かされる。第 1 種科目も必修ではなく、第 2 種科目とあわせて、
20 単位以上を取得すること求められただけである。ただし、必修ではないとしながらも、提












    　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　大阪商科大学　恒藤　恭
　　　文部省学校教育局長　　殿    

























    　　　　　記
    　　（　中　略　）
　　二、照　会　学年制ヲ廃シテ科目制ヲ採用シ、且全科目ニ付学生ノ自由選択ヲナス科目ト
ナス計画ノ如キモ、学習上差支ナキヤ改正ノ理由承リ度




















































という議論が起こり、1946 年 2 月 26 日の商大教授会において、学部教授全員が恒藤学長に対
し辞表を提出し、その処置を学長に一任するという決議が行われ、実際に辞表が提出された事
件である（14）。2 月時点で教授職にあった 27 名（休職中 1 名、応召中 1 名）のうち、辞表が却
下されて残留となったのはわずかに 11 名であり、16 名は、辞表が受理されて退職となった（う






（14）『大阪市立大学百年史（全学編・上）』230 〜 231 ページ ( 広川禎秀執筆 )。
（15）大島真理夫（編集・解説）「久保芳和回想録－学生・助手として見た戦中・戦後の大阪商科大学－」（『大

































（16）実方正雄「法学部設立の風土」（大阪市立大学『法学雑誌』20 巻 3 号、1974 年）335 ページ。
（17）大阪市公文書館「Documents for 1947」（配架番号 12414）393 〜 394 ページ。いわゆる「陶山メモ」
( 陶山誠太郎教授の、米軍対敵諜報部宛書簡）とともに、綴じられている。
（18）この部分は記述が不正確で、恒藤恭が大阪商科大学学長に選出されたのは 1945 年 11 月 27 日、学


















1910 年 3 月 大阪高等商業学校卒業
1913 年 4 月 同校講師
1917 年 6 月 同校教授
同年 9 月 ハーバード大学経営大学院入学
1919 年 5 月 同大学院卒業、MBA 学位取得（日本人初） 
同年 9 月 渡英、バーミンガム大学研究生
1920 年 5 月 帰国、母校の教壇に立つ
1926 年 9 月 日本経営学会創設時の常務理事（上田貞次郎、中西寅雄、増地庸治郎、平井泰太郎、村本福松）
1929 年 4 月 大阪商科大学教授






1934 年 『経営学原論』（上田貞次郎・瀧谷善一責任編集『商学全集』第 4 巻、千倉書房）
1938 年 『経営学概論』（上田貞次郎・瀧谷善一責任編集『経営学大系』第 3 巻、千倉書房）
1961 年 『経営の論理』産業経済社
（注）古林喜楽編『日本経営学史－人と学説－』第 2 巻（千倉書房、1977 年）
第 1 章「村本福松－アメリカ経営学の導入と精錬－」（高田馨稿）、磯部喜
一編『中小企業の経済 ･ 経営 ･ 労務』（中小企業叢書８、村本福松先生古希
記念論文集、有斐閣、1962 年）を参照。
＊村本自身の表現。村本は、1946 年 11 月 15 日現在の大阪商科大学「職員
住所録」によると、工業経営専門学校校長職にあった。商大学部教授辞

















































構成された。前 2 者は旧制で大学、後 2 者は専門学校であった。この方向性が決まった 1948


















































































































































物 理 学 科













































第 1 工業力学、材料力学（第 1 部 ･ 第 2 部）
第 2 構造力学、起重機及び運搬機
機械設計製作
第 1 機械設計（第 1 部 ･ 第 2 部・第 3 部）、機械設計製図（第 1 部 ･ 第 2 部 ･ 第 3 部）、
第 2 測定光学、機械工作法、工作機械、精密機器
熱機関
第 1 熱力学（第 1 部・第 2 部）、蒸汽缶及び蒸汽原動機（第1 部・第 2 部）
第 2 内燃機関学（第 1 部 ･ 第 2 部）
第 3 空気機械、暖房及冷凍工学






































                
 1　被服











































































































































































（30）沢井実「戦中・戦後の大阪における高等工業教育」( 口頭報告 )（2011 年 3 月 2 日、大阪市立大学大
学史資料室での研究会）。沢井氏は、最近、大著『近代大阪の工業教育』（大阪大学出版会、2012 年）
を出版された。
